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戦後の犯罪認知件数等の推移

認知件数（件） 検挙件数（件）

刑法犯認知件数は、平成14年をピークに減少に転じ、
平成28年は戦後初めて100万件を下回る。

昭和48年
約119万件

平成14年
約285万件

（万件）

治安状況 ～刑法犯認知件数～

平成2８年
約99万件
※戦後最低

※H28の数値は暫定値
【出所】警察庁統計資料をもとに作成 4



刑法犯認知件数は減少傾向にあるものの「身近な犯罪」
や「新たな脅威」が発生。特に特殊詐欺の増加は深刻

治安状況 ～身近な犯罪、新たな脅威～

「身近な犯罪」
高齢者、女性、子供、障害者

振り込め詐欺、ＤＶ，ストーカー、
職場・学校のいじめ、児童連れ去り、
虐待、強盗、侵入盗すり、万引き等

「新たな脅威」

国際テロの脅威、サイバー空間、
組織犯罪（暴力団：山口組の分裂）
経済事犯、来日外国人犯罪、
薬物（危険ドラッグ）等
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被害総額：４年連続で400億円超え
認知件数：１万4151件（H28暫定）

特殊詐欺被害の推移
（億円）（件） 認知件数（左目盛り）

被害総額（右目盛り）

【出所】警察庁統計資料をもとに作成 5



経済情勢 ～概況～
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日銀短観「大企業製造業の業況判断指数（４月公表）」

２期連続で改善

景気の現状判断⇒「緩やかな拡大に転じつつある」

年度 実質GDP（経済成長率） 消費者物価指数

2017 1.6％（1.5％） 1.4％（1.5％）

2018 1.3％（1.1％） 1.7％（1.7％）

2019 0.7％ 1.9％

日銀「経済・物価情勢の展望（４月公表）」

※（）内は１月時点の見通し。19年度の物価は消費増税の影響を除く
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経済情勢 ～主な経済財政指標～

出所：内閣府ＨＰ「国民経済計算（GDP統計） >主要統計データ>年次GDP実額」

（円）

長期金利（10年）

（円） 為替相場（ドル・円）

（％）

日経平均株価

出所：財務省HP「国債金利情報」

出所：みずほ銀行ＨＰ「外国為替公示相場ヒストリカルデータ> 月中平均データ」

（兆円）実質ＧＤＰ（実額）
出所：Yahoo!ファイナンス「日経平均株価> 時系列」
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経済部と社会部
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H3. H8. H13. H18. H23. H28.

（万円）

◎大震災関係と市場

阪神・淡路
大震災

（平成７年）

東日本
大震災

（平成23年）

◎世間を震撼させたテロ

日経平均株価

◎子供、障害者、高齢者等が被害
者となる重大事件

◎現金強奪事件

• オウム真理教地下鉄ｻﾘﾝ事件（平成７年）

• 米国同時多発テロ（平成13年）

• 神戸市児童連続殺傷事件（平成９年）

• 相模原障害者施設殺傷事件（平成28年）

• 千葉女児殺害事件（平成29年）

• 今治市親子殺人事件（平成29年）

⇒以降、テロ対策の強化

• 福徳銀行5億円強奪事件（平成６年）

• 立川6億円強奪事件（平成23年）

• 福岡3.8億円強奪事件（平成29年）
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【参考】～通貨流通高・現金保有高～
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計算上の１人当たり現金保有高※

（米ドル換算）（2015年）

GDP比でみた
日本の通貨流
通高は約19％

各国の通貨流通高
（対GDP比）（2015年）

【出所】日経BP社「現金の呪い」をもとに作成

日本の１人当たり
現金保有高
6,456ドル

※各国の通貨流通高を
１人当たりに換算した
計算上の数字
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経済状況の変化と地政学的状況の変化

2000
年代

・国際テロの時代（2001年 米国同時多発テロ）
・新自由主義とイスラム原理主義
（2008年 リーマンショック）

2010
年代

（2011年 東日本大震災）
・デフレ克服を目指す経済政策、安保法制
・子供、女性、高齢者を狙った身近な犯罪、
サイバー、組織犯罪等新たな脅威

・格差社会の到来、地政学リスクの高まり
→トランプ政権誕生、シリア、北朝鮮情勢

（2016年 リオ2016オリンピック・パラリンピック）
（2019年 ラグビーワールドカップ）

2020
年代

（2020年 東京2020オリンピック・パラリンピック）
（2021年 関西ワールドマスターズゲームズ）
（2025年 大阪万博？）
（2027年 リニア開業予定）

ALSOKは東京2020オフィシャルパートナー（セキュリティサービス&プランニング）です。
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歴史の「進化」と「繰り返し」

• 米国トランプ大統領誕生（米国第一主義）

⇒仏大統領選挙、英国総選挙（６月）独総選挙（秋）

ポピュリズム、ナショナリズム、保護主義

⇒イスラム７カ国からの一時入国禁止、難民受け入れの
制限・停止、国境の壁建設、TPP離脱 等

• Brexit以来の反EUの動き、EUでの右翼政党の台頭

• ISの影響を受けたテロ、深刻化するシリア情勢

⇔格差の拡大、難民・移民排斥、反グローバル等

○EUの帰趨と欧州情勢・中東情勢・米国の状況

東アジアの状況
• 北朝鮮の核開発・ミサイル問題
• 中国の海外進出動向、韓国大統領選挙（５月）

ＥＵの統合深化を進める立場をとるエマニュエル・マクロン候補
が極右政党のルペン候補を破り当選

12

文在寅（ムン・ジェイン）
候補が当選



最近の国際テロ情勢

• トルコ（ｲｽﾀﾝﾌﾞｰﾙ）銃乱射テロ事件（１月）

【出所】犯罪対策閣僚会議（第27回）「資料５ 最近の国際テロ情勢と我が国に対する脅威」をもとに作成

新年を祝う客が集まるナイトクラブにおいて銃を乱射し
た事件（39人死亡、69人負傷）

• 英国（ﾛﾝﾄﾞﾝ）車両等使用テロ事件（３月）

• ロシア（ｻﾝｸﾄﾍﾟﾃﾙﾌﾞﾙｸ）地下鉄爆破テロ事件（４月）

国会議事堂付近の歩行者に車両で突入するなどした事件
（５人死亡、約50人負傷）

路上の歩行者に大型トラックで突入した事件
（４人死亡、約15人負傷）

走行中の地下鉄車両内において爆弾を爆発させた事件
（13人死亡、約50人負傷）

• スウェーデン（ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ）車両使用テロ事件（４月）

13



近代国家論と現代の政治論、言論の自由度

言論の自由度と日本

• 日本と米国、忖度の世界と我が国のマスコミ、
かつてと今のマスコミ

近代国家論と現代の政治論

• 戦前の大きな流れ

「日本の近代とは何であったか――問題史的考察」
三谷太一郎著(岩波新書)

自立的
資本主義

国際的
資本主義

植民地帝国
地域主義

14

• 大日本帝国憲法と日本国憲法、最近の改憲論



少子高齢化時代における我が国の今と将来

出所：総務省「国勢調査」国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年４月推計）
：出生中位・死亡中位推計」をもとに作成

平成29年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）
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我が国の人口は、少子高齢化が進み、2005年に
人口減少局面に入り、2065年には8,808万人になる
と推計されている。

2065年：
8808万人

2115年：
5056万人

15



財政の現状と今後 ～公債残高～

平成28年度末の公債残高は約838兆円となる見込み
（国民１人当たり約664万円）

出所：財務省HP「財政関係基礎データ」>「一般会計公債発行額の推移」

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

公債残高とＧＤＰに占める割合の推移

公債残高
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公債残高
[兆円]

対GDP比
[％]

年度
[元号]

平成17年度
公債残高がGDPを超過

平成28年度
公債残高：838兆円
対GDP比：161.5%
（政府見通し）

※平成26年度までは3月末実績値、平成27年度および28年度は見込み
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財政の現状と今後 ～財政健全化に向けて～

• ラッファーカーブとシムズ理論（FTPL※）

• リフレ論と「期待」、日銀の政策

※「物価の財政理論（the Fiscal Theory of Price Level）」

壮大な実験の成果とアベノミクス

経済再生と財政健全化の両立に向けた取組の下で、
国・地方の基礎的財政収支について、
①2015年度までに2010年度に比べ赤字の対GDP比を半減
②2020年度までに黒字化
③その後の債務残高対GDP比の安定的な引き下げ

を目指す。

財政健全化目標

17



アベノミクスでどう変わったか～主な成果～
企業
業績

・企業の経常利益は過去最高
48.5兆円（2012年度）→ 68.2兆円（2015年度）

設備
投資

・設備投資は、リーマンショック前の⽔準を回復
71.8兆円（2012年度）→ 81.2兆円（2015年度）

雇用
・就業者数は110万人近く増加（2012年／2015年）
・女性の就業者数は100万人増加（2012年／2015年）

イン
バウ
ンド

・訪日外国人旅行者数は過去最高
836万人（2012年）→ 2,404万人（2016年）

・訪日外国人による旅行消費額は過去最高
1兆846億円（2012年）→ 3兆7,476億円（2016年）

輸出
・農林⽔産物・⾷品の輸出額は過去最高

4,497億（2012年）→ 7,451億円（2015年）

マクロ政策（財政金融政策）とミクロ政策（構造改革）

＋地方創生、働き方改革、保育・介護等の施策が進展

18

入管規制の緩和、
市中免税店、
入国者免税売店等



【参考】我が国の世界遺産、遺産候補

平成５年 屋久島 自然遺産

平成27年
明治日本の産業革命遺産
製鉄・製鋼，造船，石炭産業

文化遺産

我が国の世界遺産一覧表記載物件
（文化遺産16件、自然遺産４件）

九州関連
２件

我が国の暫定一覧表記載物件
（文化遺産９件、自然遺産なし）

長崎の教会群と
キリスト教関連遺産

平成27年推薦後、
平成28年取下げ

宗像・沖ノ島と関連遺産群
平成28年推薦後、
平成29年７月登録見通し

九州関連
２件

その他、今後、奄美・琉球諸島が予定候補になる可能性 19



アベノミクスでどう変わったか～推進体制～

経済財政諮問会議日本経済再生本部

未来投資会議

構造改革徹底推進会合

○規制改革推進会議

（議長・安倍首相）
主要閣僚＋日銀総裁＋民間議員

マクロ政策
（骨太の方針）

（本部長・安倍首相）
全閣僚が参加
ミクロ政策

（成長戦略、経済対策）

（議長・安倍首相）
主要閣僚＋民間議員
成長戦略の原案作成

• 第４次産業革命（Society5.0）
• 企業関連制度、産業構造改革
• 医療・介護
• ローカルアベノミクス 等

連携

下部組織

下部組織

◎その他の主な会議

議長・大田弘子
政策研究大学院大学教授

○まち･ひと･しごと創生本部
まち･ひと・しごと創生総合戦略2016

○働き方改革実現会議
働き方改革実行計画

農業、保育・介護、女性の社会進出等

20



アベノミクスでどう変わったか～安全保障～

出所：平成26年版防衛白書「2 国家安全保障会議の体制」

国家安全保障会議（日本版NSC）の体制

全国瞬時警報システム(Jｱﾗｰﾄ)による情報伝達

出所：内閣官房国民保護ポータルサイトを基に作成

ミサイル発射情報、屋内避難呼びかけ、落下場所等

21
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私自身の半生と反省

①1975年東京大学法学部卒、大蔵省入省

②1994年東京国税局査察部長、
1995～97年和歌山県警本部長、大蔵省関税局課長
を経て2000年環境庁出向（翌年環境省）

③2002年横浜税関長、2003年以降大臣官房審議官、

④2006～2008年財務省関税局長

⑤2008年よりALSOK勤務、2012年以降代表取締役社長
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• 与党部会プロセス
（予算、税制、法制化作業、外交交渉＋議連と
テーマ毎の検討・立案・推進体制等）

• 法令協議とかつての次官会議

官の世界の変貌

全体の奉仕者と政策立案の黒子としての立場

• 矜持と節度
• 省益ではなく国益、部分最適ではなく全体最適
• 人事は縦割り
• 政策立案・実行の限界

各省、党主導の下での政策立案・遂行と
官邸主導の下での政策立案・遂行

24
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官の世界の変貌

• 個別予算、税制、関税等のミクロ政策（各論＝
業界、地域、関係者等を交えた各省庁政策）の
妙味とマクロ政策（＝総論）の面白さ

• 省庁出向や自治体出向の妙味
（自治体関係者人脈）

マクロ政策とミクロ政策の相克

顧客、株主と「行政、議会、国民」の
アナロジーと「顧客対応」

25



「事前から事後」への移行 ～行政関係～

事前の調整型行政指導から事後チェック重視

○検察・警察当局と行政当局との相克と協
働、 捜査調査機関の機能強化

事前規制 許認可・登録制、行政指導、参入規制等

事後規制 違反者に対する行政処分、調査、課徴金制度等

（犯罪調査権限） 公正取引委員会、国税査察官、
税関職員、証券取引特別調査官 等

⇔規制緩和、規制改革

○国税、金融、公取、労働当局の権限意識と法執行

（捜査機関）検察、警察と特別司法警察職員（労基等）

26



「事前から事後」への移行 ～金融関係～

ルールベイシスからプリンシプルベイシス

フィデューシャリー・デューティー

（真に顧客本位の業務運営）

顧客に必要な情報を提供するとともに
顧客のニーズや利益に適う商品・サービスを
提供することが必要

27



政治・行政・司法制度改革

政治改革

行政改革

司法制度改革

• 選挙制度改革：小選挙区比例代表並立制の導入
• 政治資金規正：企業・団体献金規制の強化、政党

助成制度の創設

• 内閣機能強化、中央省庁再編（副大臣、大臣政務官制度）

• 行政機能の効率化等：特殊法人改革、独法の創設
• 公務員制度改革：公務員倫理法、内閣人事局の創設
• 透明性と説明責任：情報公開、ﾊﾟﾌﾞｺﾒ、政策評価

• 制度的基盤の整備：捜査の可視化、通信傍受
• 人的基盤の拡充：法科大学院制度
• 国民の司法参加：裁判員制度の導入、

公判前整理と被害者参加 28



「事前から事後」の流れとテロ抑止対策

犯罪抑止と刑事司法、守秘義務と行政上の強制調査

テロリズム集団その他の組織的犯罪集団に係る実行
準備行為を伴う死刑、無期・長期４年以上の懲役・
禁錮に当たる一定の犯罪の遂行の計画行為に関する
罰則

組織犯罪処罰法改正案（テロ等準備罪の新設）

事後対策では抑止不能であり被害拡散

テロ組織、暴力団、薬物密売組織等

凶器購入資金の調達、犯行現場の下見行為

29
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H15 犯罪対策閣僚会議

「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」策定

我が国警備業の誕生と発展

出所：全国警備協会ＨＰをもとに作成

我が国警備会社の誕生：東京1964オリンピックと万博

ビジネスとしての警備 ＋ 公共的な安全を守る警備

発展と現状
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• 日本警備保障（現セコム）の発足（1962年）
• 綜合警備保障（ALSOK）の発足（1965年）

• 警備業者数：9,342業者、警備員数：53万8,347人、
売上高：3兆3,546億5,720万円（グロス）（H27現在）

• 警備業の目的（防犯・事故防止）
お客様の身体生命、財産を守る
（施設、貴重品等）

• 「生活安全産業としての警備業」
としての位置付け

ALSOKは東京2020オフィシャルパートナー（セキュリティサービス&プランニング）です。



業界団体

全国警備業協会

東京都 大阪府 愛知県 福岡県 ・・・

1972年 • 警備業法の制定、全国警備業協会連合会発足

1980年 • (一社)全国警備業協会設立

1986年 • 国家公安委員会から「全警協特別講習」が指定

1995年 • 阪神淡路大震災で出動

2003年 • 「生活安全産業」として位置付け
「犯罪に強い社会の実現のための行動計画（犯罪対策閣僚会議策定）」

2011年 • 東日本大震災災害支援隊派遣

2013年 • 「生活安全産業」として位置付け
「「世界一安全な日本」創造戦略」（閣議決定）」

2015年 • 全警協にて「警備の日」（11月1日）制定

業界発展の主な出来事

警備業協会の現状：約6,800社加盟

各県協会
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警備業の法規制

警備業法の制定と改正
1972年：制定（悪質警備業者の駆逐、届出制の導入）

警備員指導教育責任者等の導入

1982年： 認定制に改正（警備業者の要件：法令順守等）

機械警備業務に関する規制の新設

2002年： 暴力団対策法等を受けた改正

2004年： 警備員の知識及び能力の向上

累次の改正（1982、2002、 2004）

規制の態様
・公安委員会の認定制度

・指導教育責任者、警備員検定

・機械警備業務の届出、即応体制の整備

第一条 警備業について必要な規制を定め、もつて
警備業務の実施の適正を図ること

⇔ 規制から育成へ

（目的）

規制当局

警察庁生活安全局
各都道府県警察生活安全部
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警備業務の概要

「警備業務」とは、次の各号のいずれかに該当する業務
であつて、他人の需要に応じて行うもの（警備業法上の定義）

一．事務所、住宅、興行場、駐車場、遊園地等
における盗難等の事故の発生を警戒し、
防止する業務

二．人若しくは車両の雑踏する場所又はこれら
の通行に危険のある場所における負傷等の
事故の発生を警戒し、防止する業務

三．運搬中の現金、貴金属、美術品等に係る
盗難等の事故の発生を警戒し、防止する業務

四．人の身体に対する危害の発生を、その身辺
において警戒し、防止する業務

１号業務 施設警備
（常駐警備、機械警備）

2号業務
交通誘導、雑踏警備

3号業務 警備輸送

4号業務
身辺警護、緊急通報ｻｰﾋﾞｽ34



法的規制と規制監督官庁

法令と監督官庁（主なもの）
法令 監督官庁等

セキュリティ
事業

警備業法、道路交通法 国家公安委員会、警察庁

建設業法 国土交通省

下請代金支払遅延等防止法 公正取引委員会、中小企業庁

電気通信事業法、電波法 総務省

綜合管理・防災
事業

消防法 総務省

火災予防条例 市町村

医療品医療機器等法、
建築物衛生法

厚生労働省

労働・社会保険
関係

労働社会保険諸法令
（労働基準法、労働契約法、
雇用保険法 等）

厚生労働省

セキュリティ事業等のサービスの提供にあたっては、
様々な法的規制を遵守する必要がある。
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警備業界の課題

人手不足・有効求人倍率が高い。
保安の職業は.7.22倍
全産業は1.36倍

給与額が低い。
平均19万9,200円
全産業の平均30万4,000円

労働時間が長い。
月平均196時間
全産業は177時間

社会保険の加入率が低い。 特に交通誘導警備業務

労働災害が続発している。
死亡事故等が続発
全産業は減少

定着率が悪い。
平均7.5年
全産業は平均11.9年

中小・零細企業
警備員数100人以下の企業
が９割を占める

女性警備員が少ない。 全警備員の約5.8%
36
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 公的部門のサポート（PFI/PPP、公共施設管理他）

ALSOKのこれまでの取り組み

機器開発、システム開発と人材養成

常駐警備から機械警備、貴重品輸送、身辺警護等へ拡大

刑務所、原発等の重要施設、国・自治体の施設管理等

現金輸送からATMの管理、資金予測を含めたｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

施設警備、緊急通報・相談、安否確認、
介護ケア、猪鹿等の有害鳥獣の駆除対策

※ Property Management

※２ Facility Management

 警備業の拡大（1965～）

 ビルメン、PM※、FM※２等民間施設メンテナンスへ

 金融機関のサポート

 海外大使館派遣と海外展開

 「家屋財産」も「個人」も守る

 犯罪防止、事故防止の様々なソリューション
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ALSOKの業績推移
（億円）（億円） H29.3期

売上高4,133億円
経常利益303億円

H15.3期
売上高2,483億円
経常利益183億円
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パブリック精神を持った警備業者として

「ありがとうの心」と「武士の精神」

• お客様と社会の安全・安心の確保
• 警備業の限界とフロンティアの拡大

商品サービスの「進化」と「深化」

「警備、設備管理、工事、介護の融合」
「お客様の身体生命、財産、全体を守る視点」
「情報セキュリティまで」

お客様を「守る」ためには
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公共施設の点検
（道路モニタリング）

刑務所ＰＦＩ事業
「島根あさひ社会復帰促進センター」

地下鉄駅業務
（仙台駅）

PPP・PFI 空港、駅等各種公共施設のコンセッション等

社会ｲﾝﾌﾗ監視 トンネル、道路、橋梁、港湾・埠頭等

重要防護施設 電気・ガス・⽔道等ライフライン等

環境・国土保全 PM2.5、鳥獣対策、国定公園管理等

震災復興 再開発案件への参画等

その他 民泊、空き家管理、寺、神社等の保全管理等

公共関係のサポート

○その他主な公共関係アウトソース

車載カメラ スマホ

走行軌跡

ひび割れ

ﾎﾟｯﾄﾎｰﾙ
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製造業、流通関係のサポート

・ビル （本社、営業・運用拠点）
・製造現場、物流拠点 （プラント、工場、倉庫等）
・小売店 （百貨店、コンビニ、スーパー等）
・専門店 （家電量販店、ホームセンター等）
・外⾷店 （居酒屋、レストラン、カフェ等）
・不動産 （住設機器、建材、リフォーム）

警備、設備管理、防災等、施設を対象としたサービス
売上げ管理を行う入出金機、小売、流通向けサービス

施設警備（常駐警備、機械警備） 設備管理 入出金機
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金融・証券・保険関係のサポート

本支店の常駐警備からスタート

ATMを中心としたアウトソースが増加

金融機関の様々なアウトソースニーズの高まり

地方創生の貢献と更なるサービスの拡充へ

創業

1980
後半

2000

現在

これか
ら

●常駐警備 ●現金輸送 ●ｱﾏﾝﾄﾞｼｽﾃﾑ ●ｺｽﾓ障害対応

●ATM綜合管理●電話応対業務●店内ATMｱｳﾄｿｰｽ 等

●事務業務、設備管理、手形/回金等のｱｳﾄｿｰｽ
●ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ対策 ●移動型ATM

内外情勢の変化により求められるサービスも多様に変化

●外貨両替機●外貨対応ｱｳﾄｿｰｽ ●多言語対応ｼｽﾃﾑ
●ﾃﾛ対策訓練●海外拠点のｾｷｭﾘﾃｨ対策

●小口現金の配送/集金 ●事務業務標準化一括請負
●フィンテックへの対応（決済、預金、送金、融資 等）
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個人関係のサポート

子
供

•通学時の見守り
•迷子早期発見

女
性

•ストーカー対策
•夜道等の安全確保

高
齢
者

•健康相談、緊急通報
•認知症徘徊検知
•介護

施
設

•侵入、火災、非常通報の監視
•画像確認
•空き家管理

そ
の
他

•事故現場かけつけ
•ペットの見守り

44



防犯、テロ対策の進展

画
像
解
析
の
高
度
化

ドローン検知 ボディスキャナ検査装置

ドローン

ウェアラブル モバイル端末

監視カメラなどの機器

コントロールセンター（防災センターなど）

自律走行型ロボット

Reborg-X

人の判断 ⇒ 自動化新たな機能の追加

適用
対象

• 雑踏空間（大規模イベント）、ソフトターゲット
• 重要インフラ、空港、鉄道、道路、港湾

45

最新技術を組み入れた警備(ｿﾞｰﾝｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)の展開
IoT/ビッグデータ/AI/ロボット活用による更なる高度化
を推進



災害時協定

巡回警備の中で被害状況の確認などを行う隊員 「ありがとう運動財団」による義援金
の贈呈（蒲島郁夫熊本県知事に対して）

防災・減災対策

東日本大震災被災地域の警備、避難指示区域内の金融機関の巡回

• 「災害時における交通誘導、警戒業務に関する協定」
：平成８年に警視庁と東京都警備業協会との間で締結後、平成10年に再締結

：平成10年に東京都警備業協会と関東地区の各県警備業協会との間で締結

：平成23年に警察庁と全国警備業協会との間で締結

• 「災害時における交通誘導、警戒業務に関する広域相互支援協定」

• 「災害時における緊急支援活動に関する覚書」
46



海外での活動

ソウル駐在員事務所

ALSOK上海

台湾新光保全※

マニラ駐在員事務所

ALSOKベトナム

ALSOKマレーシア

ALSOK コンサルティング （タイランド）

ALSOKコンサルティングタイランド
ミャンマー支店

ALSOKインディア

ALSOKインドネシア

※台湾観光保全へは出資
ALSOK BASSインドネシア セキュリティ

ALSOKタイランド

ALSOKベトナムセキュリティ

アジア諸国での活躍と在外公館での警備実施
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ICT・先端技術の取り込み

BLEタグとモバイルの組み合わせた地域見守りネットワーク

ロボットを活用した案内機能の実証実験
「羽田空港ロボット実験プロジェクト2016」

IoT、ビッグデータ、AI、ロボット、４Ｋ/８Ｋ、５Ｇの活用

新たな安全安心サービスを創出

対象者

みまもりタグアプリ

協力者 ご家族サーバー
（匿名の位置情報履歴を保存）

BLEタグ

専用アプリをインストール
したスマホ

ドローンを活用したメガソーラー点検
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CSR（企業の社会的責任）・社会貢献活動

護身術、事故防犯意識の向上振り込め詐欺等の高齢者を狙った
犯罪の傾向と対策や心肺蘇生講習

低・中・高学年と発達段階
に応じた防犯授業

よみうりランド・グッジョバ
キッザニア

職業体験出展「ありがとう運動財団」

福祉車両寄贈
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スポーツ振興

部名称 創部年 強化選手数 メダル獲得数

柔道部 昭和43年 12名（1名） 金２、銀２

レスリング部 平成6年 7名（３名） 金５、銀３

陸上部 平成6年 1名（１名）

ｳｴｲﾄﾘﾌﾃｨﾝｸﾞ部 平成26年 5名（２名）

射撃部 平成27年 2名（１名）

※括弧内はリオ2016オリンピック出場選手数

ALSOKの運動部には27名の強化選手が在籍
オリンピック日本代表選手を多数輩出

ALSOKは東京2020オフィシャルパートナー（セキュリティサービス&プランニング）です。



1.市場経済と安全安心の視点

2.官出身の企業人から見た昔と今の
官庁の仕事

3.警備業とALSOKの理念

4.官出身の企業人として

目次

(1)警備業の現状
(2)ALSOKの今
(3)ALSOKの今後の戦略
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ALSOKの今後の戦略

• 防犯、ﾃﾛ防止、防災・減災、国土保全、設備管理
を目指した綜合安全安心サービス業の実現

日本人自身の高齢化と官民インフラの高齢化
⇒ IoT、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ、AI、ロボット、5G活用による
省力化、生産性向上、研究開発、協業の推進

ｽﾎﾟﾝｻｰ企業２社と東京2020組織委員会、警備当局等との連携

• 少子高齢社会の中での二つの高齢化への対応

• 警備と設備、警備と介護の融合戦略によるサスティ
ナブルな経済社会、地域社会つくりへの貢献

• BEYOND2020へ

• 2019ﾗｸﾞﾋﾞｰﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ、東京2020ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝ
ﾋﾟｯｸをまずは成功裏に

⇒単なる自主防犯の補完から積極的な役割へ

ALSOKは東京2020オフィシャルパートナー（セキュリティサービス&プランニング）です。



1.市場経済と安全安心の視点

2.官出身の企業人から見た昔と今の
官庁の仕事

3.警備業とALSOKの理念

4.官出身の企業人として

目次

(1)警備業の現状
(2)ALSOKの今
(3)ALSOKの今後の戦略
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官出身の企業人として

• 企業家とCSRからCSVへの視点へ

• 企業はゴーイングコンサーン、市場の中での
競争を常に念頭に

• ステークホルダーへの配慮

• 企業倫理と企業統治(ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｺｰﾄﾞ)

官公共部門 ⇒ 国際競争有り、国内競争は無し

株主、IR、顧客、サプライヤー、委託先、社員、
役員、規制当局、地域社会 等

理念と現実の問題
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官出身の企業人として

• 社員役員の育て方
研修、官庁出向、在外公館出向、官民交流、
様々な人材受け入れ、無茶はしないが多少の無理は可、
危機管理は一丸となって
⇔ 4C,3G,3C

４Ｃ

３Ｇ

３Ｃ

•Customer（お客様の立場）
•Compliance（法令順守）
•Cost（コスト意識）
•Challenge（挑戦）

•Communication（情報伝達と共通理解）
•Competition（競争）
•Collaboration（協働）

•Group（グループ全体で）
•Global（グローバルに）
•Growth（成長する）
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官出身の企業人として

• 働き方改革と現実の世界、サービス業の
生産性向上

• 経営者同士の情報交換と勉強会、企業の
方々からの経営の伝授

• 官の意識と省庁横断の必要性、官邸や政
治の世界への訴求

• 自治体、省庁出先、マスコミ等への訴求
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官出身の企業人として

• 事業者団体の活動

• 2020年東京2020オリンピック・パラリンピック
への対応
⇒最新技術の活用、レガシー創出等

• 警備業の国際化への対応
• 警備員不足への対応
• 災害支援の在り方
• 地方創生への貢献
• 官の補完への対応
⇒従来の防犯・事故防止、防災の
補完的役割の深堀りに加え、
ビルメンテナンス、設備、工事等
への参入

全警協「警備の日」
広報ポスター

ALSOKは東京2020オフィシャルパートナー（セキュリティサービス&プランニング）です。




